
令和5年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 充当事業【令和6年度翌債事業】

１　令和5年度分　臨時交付金充当額　総額　799,451,478円 (※うち85,300千円は国の規定に則りR6年度計画事業へ充当)

Ｎｏ 事業名称 事業の概要 区分
総事業費
（千円）

臨時交付金充当額
（千円）

成果目標
成果目標に対する
達成状況・実績

1
低所得世帯緊急支援給付金給付
事業（追加支援分）【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　9000世帯×70千
円
事務費　　10140千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯　（9000世帯）

低所得世帯支援枠        546,076,431        513,500,105
対象世帯に対して令和6
年1月までに支給を開始
する

達成

開始日:令和6年1月31日

2
低所得世帯緊急支援給付金給付
事業（住民税均等割のみ課税世
帯分）【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯のうち住民税均等割のみ課税され
ている世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
②低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）への給付金及び事務
費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　2100世
帯×100千円
事務費　　5200千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支出]
④R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（2100世帯）

給付金・定額減税一体支
援枠

       136,937,986        136,937,986
対象世帯に対して令和6
年3月までに支給を開始
する

達成

開始日:令和6年3月19日

3
低所得子育て世帯緊急支援給付
金給付事業【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯（住民税非課税世帯・均等割のみ
課税世帯）のうち18歳以下の子どもがいる世帯に更に支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯（18歳以下の子どもがいる住民税非課税世帯及び均
等割のみ課税世帯）への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課
税世帯のうち18歳以下の子どもがいる世帯　1350人×50千円
事務費　　5650千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　人件費　その他　として支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯のうち18
歳以下の子どもがいる世帯　（900世帯・1350人）

給付金・定額減税一体支
援枠

        59,313,387         59,313,387
対象世帯に対して令和6
年3月までに支給を開始
する

達成

開始日:令和6年3月8日

6
低所得世帯緊急支援給付金給付
事業（住民税均等割のみ課税世
帯分）

①物価高が続く中で、低所得世帯への支援を行って低所得の方々
の生活を維持するため、給付支援サービスを活用する。
②給付支援サービス利用料　4,400千円
初期導入費用　2,644千円
利用料　1,756千円
③サービス使用料
④R5年度分の低所得世帯

給付支援サービス活用枠          4,419,800          4,400,000
対象世帯に対して令和6
年3月までに支給を開始
する

達成

開始日:令和6年3月19日

２　臨時交付金充当事業一覧

令和５年度（２０２３年度）の臨時交付金を充当した事業の実施内容については、翌債し令和６年度中に事業を完了したため、令和７年（２０２５年）７月４日（金）に開催した「令和７年度まち・ひと・しご
と創生推進委員会」において外部有識者に報告し、その効果の検証を行った。


